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観 参 第 ６ 号 の ４ 
平成３１年４月１日 

 
各都道府県旅行業担当部長  殿 

 
観光庁参事官（旅行振興） 

 
 
旅行業者と貸切バス事業者との手数料等の取引に関する旅行業法の取扱いについて 

 
 
貸切バス事業者から旅行業者等（旅行サービス手配業者を含む。以下同じ。）に対し、運送

の引受けに際して支払われる手数料等（名目に関わらず、運送の引受けに際して旅行業者等

に支払う金銭をいう。以下同じ。）により、貸切バス事業者が、安全を確保するための経費（以

下「安全コスト」という。）が阻害されているとして、道路運送法（以下「運送法」という。）

第１０条違反（運賃・料金の割戻し違反）により行政処分を受けた場合の、当該貸切バス事

業者と取引を行った旅行業者等に対する旅行業法（以下「法」という。）の取扱いについては、

下記のとおり取り扱うこととするので、その旨お知らせいたします。 
 
 

記 
 
 
１．「一般貸切旅客自動車運送事業における旅行業者等との過大な手数料等の取引に関する

道路運送法の取扱いについて」（平成３１年３月２９日付け国自旅第３０７号通達）によ

り、貸切バス事業者と旅行業者等において、運送の引受けに際して取引される手数料等に

よって、貸切バス事業者が本来収受すべき運賃・料金が実質的に収受できず、安全コスト

を割り込んで手数料等が旅行業者等に対して支払われていると判断された場合、貸切バス

事業者は運送法第１０条違反となることが明確化されました。 
 

２．手数料等については、原則として、事業者間の自由な競争の下で行われる取引であるが、

手数料等により、当該取引の相手方である貸切バス事業者が運送法第１０条違反で行政処

分を受けた場合は、手数料等により、当該貸切バス事業者の安全コストが阻害されている

と判断されたものであり、このような状態で貸切バスの運送が行われることは、今後重大

なバス事故につながるおそれがあり、旅行の安全の確保にも影響を及ぼすことが考えられ

ます。 
このため、事故の事前の防止を図り、旅行の安全を確保する観点から、貸切バス事業者

が手数料等により運送法第１０条違反により行政処分を受けた場合、当該貸切バス事業者
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と取引を行った旅行業者等に対しては、法第１８条の３第１項第６号の規定に基づく業務

改善命令を発出し、手数料等に係る取引に対して改善を求めることとします。 
 
３．なお、行政処分や行政指導を行う際は、「行政指導に関する独占禁止法の考え方」（平成

６年６月３０日公正取引委員会）２（２）価格に関する行政指導に留意するものとします。 
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（参考） 
 
 

行政指導に関する独占禁止法上の考え方（抄） 
 

平成 6年 6月 30日 
公正取引委員会 

最終改正：平成 22年 1月 1日 
 
2  行政指導の諸類型と独占禁止法 
(2) 価格に関する行政指導 

公正かつ自由な競争を維持・促進するためには、商品又は役務の価格設定が事業者の自主

的な判断に委ねられる必要があり、行政機関は、法令に具体的な規定がない価格に関する行

政指導により公正かつ自由な競争が制限され、又は阻害されることのないよう十分留意する必

要がある。例えば、次のような行政指導は、独占禁止法との関係において問題を生じさせるおそ

れがある（独占禁止法第三条、第八条第一号・四号・五号、第一九条）。 
 

[1] 価格の引上げ又は引下げについて、その額・率（幅）等目安となる具体的な数字を示して指
導すること。 
このような行政指導により、事業者が共同して、又は事業者団体が、示された目安まで価

格を引き上げ、又は引き下げることを決定することになるおそれがある。なお、ここでいう決定

とは、明示的に決定し、又は合意することだけをいうのではなく、暗黙の了解又は共通の意思

が形成されることも含まれる（以下同じ。）。 
[2]～[5]  （略） 

 


